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詳
し
く
は
課
税
課
市
民
税
係

（
内
線
2
3
3
3
〜
2
3
3
7
）へ
。

非
常
勤
嘱
託
職
員 

（
児
童
厚
生
員
）

　
【
勤
務
内
容
】学
童
保
育
所
ま
た

は
児
童
館
に
お
け
る
児
童
の
保
育

　
【
募
集
人
数
】
若
干
名

　
【
勤
務
時
間
等
】月
曜
〜
土
曜
日

や
配
偶
者
控
除
な
ど
の
こ
と
。
生

命
保
険
料
な
ど
の
支
払
額
に
関
す

る
控
除
（
物
的
控
除
）
は
含
ま
れ

ま
せ
ん
。
市
民
税
・
都
民
税
と
所

得
税
で
は
、
扶
養
控
除
な
ど
の
人

的
控
除
額
に
差
が
あ
り
、
住
民
税

が
低
く
設
定
さ
れ
て
い
ま
す
（
表

1
参
照
）

　
【
計
算
方
法
】　

年
度
の
合
計
課

19

税
所
得
金
額
に
つ
い
て
、
税
源
移

譲
後
の
税
率
を
適
用
し
、
調
整
控

除
を
行
っ
た
後
の
税
額
か
ら
、
税

源
移
譲
前
の
税
率
を
適
用
し
た
税

額
を
差
し
引
い
た
額
を
減
額
し
ま

す
。
既
に
納
付
済
み
の
場
合
は
還

付
し
ま
す

　
【
申
告
期
間
】
対
象
と
な
る
方
は
、

7
月
1
日
〜　

日
に
、　

年
1
月

31

19

1
日
在
住
の
市
町
村
へ
申
告
す
る

こ
と
に
よ
り
、
経
過
措
置
が
適
用

さ
れ
ま
す

　
【
モ
デ
ル
ケ
ー
ス
】表
2
を
参
照

し
て
く
だ
さ
い

税
源
移
譲
に
伴
い
所
得
税
の
税
率

が
変
わ
り
、
市
民
税
・
都
民
税
の

所
得
割
の
税
率
が
一
律　�
に
な

10

り
ま
し
た
。
し
か
し
、
市
民
税
・

都
民
税
と
所
得
税
の
課
税
の
対
象

と
な
る
所
得
の
対
象
年
が
異
な
っ

て
い
る
こ
と
か
ら
、　

年
中
に
所

18

得
が
あ
っ
た
が　

年
中
の
所
得
が

19

な
く
な
っ
て
し
ま
う
方
に
つ
い
て

は
、
税
源
移
譲
に
お
い
て　

年
度

19

個
人
住
民
税
が
増
加
し
た
に
も
か

か
わ
ら
ず
、　

年
分
の
所
得
税
の

19

引
き
下
げ
を
受
け
な
い
と
い
う
こ

と
に
な
り
ま
す
。

　

こ
の
た
め
、　

年
中
の
所
得
と

18

　

年
中
の
所
得
と
の
変
動
に
伴
う

19負
担
増
を
調
整
す
る
経
過
措
置
が

設
け
ら
れ
て
い
ま
す
（
左
図
参
照
）。

　
【
対
象
と
な
る
方
】次
の
①
②
の

条
件
を
す
べ
て
満
た
す
方

　

①　

年
度
住
民
税
の
課
税
総
所

19

得
金
額
（
申
告
分
離
課
税
分
を
除

く
）
が
所
得
税
と
の
人
的
控
除
の

差
額
の
合
計
額
よ
り
多
い

　

②　

年
度
住
民
税
の
課
税
総
所

20

得
金
額
（
申
告
分
離
課
税
分
を
含

む
）
が
所
得
税
と
の
人
的
控
除
の

差
額
の
合
計
額
以
下
で
あ
る

　
【
語
句
解
説
】課
税
総
所
得
金
額

＝
総
所
得
金
額
か
ら
所
得
控
除
を

差
し
引
い
た
も
の
▼
人
的
控
除
＝

人
を
目
的
と
し
て
い
る
扶
養
控
除

（
祝
日
を
除
く
）、月
1
2
8
時
間

以
内
（
変
則
勤
務
あ
り
）

　
【
雇
用
期
間
】7
月
1
日
〜　

年
21

3
月　

日
（
更
新
可
）

31

　
【
賃
金
】
時
給
1
4
5
8
円
（
交

通
費
相
当
額
は
別
途
支
給
）

　
【
応
募
資
格
】
児
童
厚
生
1
・
2

級
指
導
員
ま
た
は
保
育
士
、
幼
稚

園
、
小
・
中
学
校
教
諭
の
資
格
を

有
す
る
お
お
む
ね　

歳
以
下
の
方

50

　
【
応
募
書
類
】①
市
販
の
履
歴
書

（
写
真
添
付
）
②
資
格
証
明
書
の

写
し
③
「
学
童
保
育
所
・
児
童
館

の
役
割
」
に
つ
い
て
の
考
え
や
意

見
を
、
原
稿
用
紙
で
8
0
0
字
以

内
に
ま
と
め
た
小
論
文

　

申
し
込
み
は
6
月
2
日
（
月
）

〜
6
日
（
金
）
の
午
前
8
時
半
〜

午
後
5
時
（
正
午
〜
午
後
1
時
を

除
く
）
に
、
応
募
書
類
を
直
接
子

育
て
支
援
課
（
市
役
所
2
階
）
へ

持
参
し
て
く
だ
さ
い
（
郵
送
不
可
）。

書
類
選
考
後
、
6
月　

日
（
火
）・

10

　

日
（
木
）
に
面
接
の
上
、
決
定

12し
ま
す
。

　

詳
し
く
は
同
課
児
童
係�
4
7

0
・
7
7
3
5
へ
。

学
童
保
育
所
・
児
童
館

の
臨
時
職
員（
登
録
制
）

　

登
録
は
常
時
受
け
付
け
て
い
ま

す
。
夏
休
み
期
間
（
7
月
・
8
月
）

の
特
別
臨
時
職
員
（
学
生
可
）
も

同
時
に
受
け
付
け
て
い
ま
す
。

　
【
勤
務
内
容
】学
童
保
育
所
ま
た

は
児
童
館
に
お
け
る
児
童
の
保
育

の
補
助

　
【
勤
務
時
間
等
】月
曜
〜
土
曜
日

（
祝
日
を
除
く
）、月　

時
間
以
内

75

（
変
則
勤
務
あ
り
）

　
【
賃
金
】
時
給
9
3
0
円
（
交
通

費
相
当
額
は
別
途
支
給
）。

　

申
し
込
み
は
市
販
の
履
歴
書

（
写
真
添
付
）
を
直
接
子
育
て
支

援
課
（
市
役
所
2
階
）
へ
持
参
し

て
く
だ
さ
い
。

　

詳
し
く
は
同
課
児
童
係�
4
7

0
・
7
7
3
6
へ
。

　
【
受
験
要
項
の
配
布
期
間
・
場

所
】
7
月　

日
（
火
）
ま
で
、
介

15

護
福
祉
課
（
市
役
所
1
階
）、
健
康

課
（
わ
く
わ
く
健
康
プ
ラ
ザ
内
）、

上
の
原
・
ひ
ば
り
が
丘
・
滝
山
の

各
連
絡
所
、
都
庁
本
庁
舎

　

※
郵
送
を
希
望
す
る
場
合
は
、

3
9
0
円
切
手
を
張
っ
た
「
角
2

サ
イ
ズ
」
の
返
信
用
封
筒
を
同
封

の
上
、
〒
1
6
2

－

0
8
2
3
、

新
宿
区
神
楽
河
岸
1
ノ
1
、
セ
ン

ト
ラ
ル
プ
ラ
ザ　

階
、
東
京
都
高

14

齢
者
研
究
・
福
祉
振
興
財
団
あ
て

郵
送
を
。

　
【
試
験
日
】　

月　

日
（
日
）

10

19

　

申
し
込
み
は
6
月
9
日
（
月
）

〜
7
月　

日
（
火
）
に
（
消
印
有

15

効
）、必
要
書
類
等
を
同
財
団
あ
て

郵
送
を
。

　

詳
し
く
は
同
財
団�
 　

・
5
2

03

0
6
・
8
7
3
5
ま
た
は
市
介
護

福
祉
課
介
護
サ
ー
ビ
ス
係
（
内
線

2
5
5
3
）
へ
。

　
　

年
度
の
市
民
税
・
都
民
税
の

20
納
税
通
知
書
を
6
月　

日
（
火
）

10

に
送
付
し
ま
す
。　

　

今
回
送
付
す
る
納
税
通
知
書
は

普
通
徴
収
分
で
、
市
民
税
・
都
民

税
を
個
人
で
納
付
す
る
方
が
対
象

と
な
り
ま
す
。

　
【
対
象
と
な
る
方
】①　

年
分
所

19

得
税
の
確
定
申
告
書
ま
た
は　

年
20

度
市
民
税
・
都
民
税
申
告
書
を
提

出
し
た
方
②　

年
分
の
給
与
収
入

19

や
公
的
年
金
等
の
支
払
報
告
書
が

勤
務
先
等
か
ら
市
役
所
へ
提
出
さ

れ
、
市
民
税
・
都
民
税
を
個
人
で

納
付
す
る
方

　
【
対
象
と
な
ら
な
い
方
】①
申
告

書
を
提
出
し
た
方
で
も
、市
民
税
・

都
民
税
の
年
税
額
を
す
べ
て
給
与

か
ら
天
引
き
さ
れ
る
特
別
徴
収
の

方
②
税
法
上
、
市
民
税
・
都
民
税

が
課
税
さ
れ
な
い
方（
非
課
税
者
）

　
【
市
民
税
・
都
民
税
の
徴
収
を
会

社
よ
り
給
与
天
引
き
で
行
な
っ
て

い
る
方
で
、
納
税
通
知
書
が
届
い

た
方
】
給
与
か
ら
天
引
き
を
し
て

い
る
会
社
以
外
の
収
入
に
つ
い
て

計
算
を
し
た
市
民
税
・
都
民
税
を

普
通
徴
収
と
し
て
納
税
通
知
書
で

納
め
て
い
た
だ
く
方

　
【
ご
注
意
】　

年
度
の
課
税
・
非

20

課
税
証
明
書
は
6
月　

日
（
火
）

10

か
ら
発
行
し
ま
す
。
6
月
9
日

（
月
）
は
年
度
切
替
処
理
の
た
め
、

自
動
発
行
機
で
の
課
税
証
明
・
納

税
証
明
は
発
行
で
き
ま
せ
ん

　

地
方
税
法
や
所
得
税
法
な
ど
の

一
部
改
正
に
伴
い
、
市
で
も
条
例

を
改
正
し
ま
し
た
。
改
正
の
内
容

は
次
の
通
り
で
す
。

◎　

歳
以
上
の
方
の
非
課
税
措

６５
置
の
廃
止

　

昭
和　

年
1
月
2
日
以
前
に
生

15

ま
れ
た
方
で
、
前
年
の
合
計
所
得

金
額
が
1
2
5
万
円
以
下
の
方
に

対
す
る
非
課
税
措
置
が
廃
止
に
な

り
ま
し
た
。

◎
税
源
移
譲
時
の
年
度
間
の
所

得
の
変
動
に
係
る
経
過
措
置

　

地
方
分
権
を
推
進
す
る
た
め
、

三
位
一
体
改
革
の
一
環
と
し
て
の

　【募集枠】１枠
　※申し込み方法等、詳細は市ホームページをご参

照ください。

　詳しくは企画調整課秘書広報担当�４７０・７７０８へ。

　

年
度
の
市
民
税
・
都
民
税
の
主
な
改
正
点

２０

年年年年年年年年年年年年年年年年年年年年年
度度度度度度度度度度度度度度度度度度度度度
市市市市市市市市市市市市市市市市市市市市市
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税税税税税税税税税税税税税税税税税税税税税
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
都都都都都都都都都都都都都都都都都都都都都
民民民民民民民民民民民民民民民民民民民民民
税税税税税税税税税税税税税税税税税税税税税

　

年
度
市
民
税
・
都
民
税

２２２２２２２２２２２２２２２２２２２２２０００００００００００００００００００００２０
納
税
通
知
書

納
税
通
知
書（
普
通
徴
収
分
）

（
普
通
徴
収
分
）をを

送
付
し
ま
す

送
付
し
ま
す

東
京
都
介
護
支
援
専
門
員
実
務
研
修

東
京
都
介
護
支
援
専
門
員
実
務
研
修

受
講
試
験
を
実
施
し
ま
す

受
講
試
験
を
実
施
し
ま
す

図　所得変動に伴う住民税の減額

表１　人的控除の差一覧 

※特別障害は同居分として所得税３５万円、住民税２３万円の控除を含みます。

※配偶者特別控除において、所得金額の合計が４５万円以上は人的控除差はありません。

人的控除差所得税住民税控　除　区　分

５万円３８万円３３万円一般

配 偶 者
１０万円４８万円３８万円老人（昭和１３年１月１日以前に生まれた方）

１７万円７３万円５６万円同居の特別障害者

２２万円８３万円６１万円老人の同居の特別障害者

５万円３８万円３３万円３８万０,００１円～３９万９,９９９円
配偶者の所得金額の合計

配 偶 者
特 別 ３万円３６万円３３万円４０万０,０００円～４４万９,９９９円

５万円３８万円３３万円一般

扶 養

１８万円６３万円４５万円
特定扶養親族

（昭和60年１月２日～平成４年１月１日に生まれた方）

１７万円７３万円５６万円同居の特別障害者

３０万円９８万円６８万円特定扶養の同居特別障害者

１０万円４８万円３８万円一般老親等
老人扶養

（昭和１３年１月１日以前

に生まれた方）

１３万円５８万円４５万円同居老親等

２２万円８３万円６１万円同居特別障害者老人扶養

２５万円９３万円６８万円同居特別障害者老親等扶養

１万円２７万円２６万円一　般
障 害 者

１０万円４０万円３０万円特　別（１・２級）

１万円２７万円２６万円一　般
①離別で扶養あり・死別

寡 婦
②所得で500万円以下の死別

５万円３５万円３０万円特　別
離婚・死別で扶養の子あり

かつ、所得で500万円以下

１万円２７万円２６万円所得で５００万円以下で扶養の子あり寡 夫

１万円２７万円２６万円給与所得６５万円以下勤労学生

５万円３８万円３３万円基礎控除

※差額分が還付されます。   
※一定の社会保険料が控除されるものとして計算しています。
※１９年中に亡くなられた方や、海外へ転出し２０年１月１日現在、国
内に居住していない方には、この経過措置は適用されません。

※この経過措置の対象となる方は、住民税と所得税の人的控除（配
偶者控除、扶養控除、基礎控除など）額の差の合計額が、２０年度
の住民税の合計課税所得金額（課税長期譲渡所得等の金額がある
場合は、これらの金額を合計した金額）以上になる方に限られま
す。

表２　モデルケース

◎夫婦　給与収入500万円の場合

※１９年の収入が減少した場合

平成１９年（度）平成１８年（度）区　分

１２万２,５００円２２万円所得税

２２万７,５００円１３万円住民税

３５万円３５万円合　計

差　額

平成１９年（度）

区　分 税源移譲後の
税率を適用

税源移譲前の
税率を適用

０円０円０円所得税

９万７,５００円２２万７,５００円１３万円住民税

９万７,５００円２２万７,５００円１３万円合　計
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